
働き方改革推進支援助成金の
解説と導入事例について

令和7年9月18日

滋賀労働局 雇用環境・均等室



「働き方改革」とは？



働き方改革推進支援助成金とは

働き方改革の推進に向けて、生産性を向上させ、

に向けた環境整備のため、取組に対して経費の一部を
助成する中小企業事業主の皆さまを支援する助成金です。

時間外
労働の
縮減

勤務間
インター
バル導入

賃金
引上げ

（加算）

年次有給
休暇の
促進

など

【成果目標】



働き方改革推進支援助成金の各コース

•  労働時間短縮・年休促進支援コース
•  勤務間インターバル導入コース
•  業種別課題対応コース（建設業）
•  業種別課題対応コース（運送業等）
•  業種別課題対応コース（病院等）
•  業種別課題対応コース（情報通信業、宿泊業）
•  団体推進コース





企業概要 所在地 栗東市 労働者数 71名 業種 建設コンサルタント業

現地観測（横断測量）業務を作
業員2名が現地に行って行う必要
がある。

課
題

助成金を活用して自動追尾型
レーザースキャナー（測量機
器）を導入

取
組
内
容

現地観測が1名でできるように
なった。

実
施
結
果

▶３６協定の時間外労働時間数
を８５時間から５５時間に短
縮することができた。
▶時間単位年休制度を新規導入

し、年休を取得しやすい環境
ができた。

成
果

導入事例①



企業概要 所在地 東近江市 労働者数 ９３名 業種 運送業

拘束時間の計算に時間がかかる。課
題

助成金を活用してクラウド型デ
ジタコを導入

取
組
内
容

拘束時間の計算が自動的にでき
るように。ナビとの一体型で車
種による通行ができない道路を
知らせてくれるので、無駄が省
けている。

実
施
結
果

３６協定の時間外労働時間数を
９９時間から８０時間に短縮す
ることができた。

成
果

導入事例②



企業概要 所在地 草津市 労働者数 ４９名 業種 社会福祉業

歩行器や老人車が送迎車に乗ら
ないため、送迎後に届けており、
２度手間となっている。

課
題

助成金を活用して福祉車両を導
入

取
組
内
容

スロープ付き福祉車両のため同
時に届けることが出来ることで、
送迎に係る人員の削減、送迎時
間を半分に短縮できた。

実
施
結
果

勤務間インターバル１１時間を
新規導入してしっかりと休養で
きるようになった。

成
果

導入事例③



企業概要 所在地 大津市 労働者数 １７名 業種 調剤薬局

水剤を計量し、容器に詰め替え
る作業を手作業で行っている。

課
題

助成金を活用して水剤定量分注
機を導入

取
組
内
容

自動で計量して容器に入れてく
れるため、他の作業を同時に行
うことで作業効率がアップした。

実
施
結
果

教育訓練休暇、時間単位年休制
度を新規導入し、年休を取得し
やすい環境ができた。

成
果

導入事例④



企業概要 所在地 高島市 労働者数 ５名 業種 洋菓子店

喫茶の食器類と調理器具を１台
の食洗器で賄っているため、作
業効率が悪い。また喫茶スペー
スから離れているため移動に無
駄が生じている。

課
題

助成金を活用して喫茶用に食器
洗浄機を導入

取
組
内
容

食器類を洗浄する効率と、動線
が良くなったため、作業効率が
20％向上した。

実
施
結
果

ボランティア休暇、時間単位年
休制度を新規導入し、年休を取
得しやすい環境ができた。

成
果

導入事例⑤



企業概要 所在地 長浜市 労働者数 ６１名 業種 印刷業

毎日約50名分の製品製造・作業
日報を1名の事務員がＥｘｃｅｌ
で手入力集計作業を行っている。
日報の原本を３工場から回収し
てくる必要があるため、作業の
完了に２時間を要している。

課
題

助成金を活用して作業日報入力
集計ソフトを導入

取
組
内
容

自動入力、自動集計ソフトウェ
アを導入することにより、完全
自動化し、事務員の労働時間を
１日２時間短縮できた。

実
施
結
果

▶３６協定の時間外労働時間数
を９９時間から６０時間に短
縮することができた。

▶年休の計画的付与制度を新規導入
し、年休を取得しやすい環境がで
きた。

成
果

導入事例⑥



助成金支給の流れ

事
業
主

労
働
局

交付申請 事業実施
（事業実施予定期間）

支給申請

交付申請書の
準備・作成・提出
※事業実施計画を添付

交付申請書の受付

令和7年11月28日
まで（必着）

交付・不交付
の決定・通知

通知の受理

成果目標を達成するため、
事業実施計画に基づく取組

を実施
（機器の購入・36協定の作成届出・

研修の実施など）

支給申請書の
準備・作成・提出

※提出期限に注意

支給申請書の受付

事業実施予定期間が終了した日
から起算して30日後の日または、
令和8年2月6日のいずれか早い

日まで（必着）

支給決定・通知

通知の受理
助成金受取

②

①

③

④ ⑤ ⑥

⑦ ⑧

⑨

成果目標を達成するため
助成対象となる取組等を計画・申請

取組を実施して
成果目標を達成

助成限度額の範囲内で
取組にかかった費用の４分の３（※）を助成

※労働者３０人以下で要件を満たせば５分の４



支給対象となる取組

① 労務管理担当者に対する研修(※3)

② 労働者に対する研修(※3)、周知・啓発

③ 外部専門家によるコンサルティング

④ 就業規則・労使協定等の作成・変更

⑤ 人材確保に向けた取り組み

⑥ 労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、デジタル式運行記録
計の導入・更新(※4)

⑦ 労働能率の増進に資する設備・機器などの導入・更新(※4)

(※3)  研修には、勤務間インターバル制度に関するもの及び業務研修も含みます。
(※4）原則として、パソコン、タブレット、スマートフォンは対象となりません。

常時使用する労働者数が30人以下かつ、
支給対象となる取組が⑥⑦を実施する
場合で、その所要額が30万円を超える
場合は、補助率５分の４となります。



対象事業主（労働時間短縮・年休促進支援コース）

1. 労働者災害補償保険（労災保険）の適用事業主である

2. 中小企業事業主である

3. 年５日の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等を整備している

4. 次のいずれかの成果目標に対する事前要件に該当し、1つ以上実施予定

成果目標 事前要件

①
月60時間を超える36協定の時間
外・休日労働時間の縮減

36協定の1か月の延長することができる時間を月60時間
を超える時間数で締結・届出している

②
年次有給休暇の計画的付与制度の
新規導入

年次有給休暇の計画的付与の規定が明文化されていない

③
時間単位の年次有給休暇制度と、
交付要綱で規定する特別休暇を1
つ以上新規導入

時間単位の年次有給休暇の規定が明文化されておらず、
且つ、交付要領で規定する特別休暇（病気休暇、教育訓
練休暇、ボランティア休暇、不妊治療のための休暇、時
間単位の特別休暇等）のいずれかが明文化されていない



対象事業主（勤務間インターバル導入コース）

1. 労働者災害補償保険（労災保険）の適用事業主である

2. 中小企業事業主である

3. 年５日の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等を整備している

4. 36協定を締結・届出している

5. 次のいずれかの成果目標の事前要件に該当し、実施予定

成果目標 事前要件① 事前要件②

① 新規導入 勤務間インターバル制度を導入していない 令和7年4月1日以前2年間

に月45時間（1年単位の変

形労働時間制の場合は月42

時間）を超える時間外労働

の実態がある

②
時間延長
（2ｈ以上）

勤務間インターバル制度（9ｈ未満）を導入済

③
対象範囲の
拡大

勤務間インターバル制度（9ｈ以上）を導入済
であるが、対象労働者が半数以下



ＡまたはＢの要件を満たす企業が中小企業になります。Aが無い場合はBのみで判断します。

※ 医療に従事する医師が勤務する病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院については
 常時使用する労働者数が300人以下の場合は、中小企業主に該当します。

業種 Ａ 資本または出資額 Ｂ 常時使用する労働者

小売業 小売業、飲食店など ５，０００万円以下 ５０人以下

サービス業
物品賃貸業、宿泊業、医療※、
福祉、複合サービス業など

５，０００万円以下 １００人以下

卸売業 卸売業 １億円以下 １００人以下

その他の業種
農業、林業、漁業、建設業、
製造業、運輸業、金融業など

３億円以下 ３００人以下

中小企業とは



助成額（労働時間短縮・年休促進支援コース 成果目標①の上限額）

成果目標①：月60時間を超える特別条項付き36協定の時間外・休日労
働時間数を縮減させ、労働基準監督署に届出すること。

時間外・休日労働時間数の縮減

事業実施前の設定時間数

現に有効な36協定において、
時間外労働と休日労働の合計
時間数を月80時間を超えて設
定している事業場

現に有効な36協定において、
時間外労働と休日労働の合計
時間数を月60時間を超えて設
定している事業場

時間外労働と休日労働の合計
時間数を月60時間以下に設定 150万円 100万円

時間外労働と休日労働の合計
時間数を月60時間を超え、
月80時間以下に設定

50万円 －



助成額（労働時間短縮・年休促進支援コース 成果目標②③の上限額）

成果目標②：年次有給休暇の計画的付与制度を新たに導入すること。

上限額 25万円

成果目標③：時間単位の年次有給休暇制度を新たに導入し、かつ、
交付要領で規定する特別休暇（病気休暇、教育訓練休暇、
ボランティア休暇、不妊治療のための休暇、時間単位の
特別休暇等）のいずれか1つ以上を新たに導入すること。

上限額：25万円



助成額（勤務間インターバル導入コース 成果目標の上限額）

成果目標：９時間以上の勤務間インターバル制度を導入すること。
(新規導入、適用範囲の拡大、時間延長） 

休息時間数

新規導入に該当するものが
ある場合

適用範囲の拡大・時間延長
のみの場合

1企業当たりの上限額 1企業当たりの上限額

９時間以上
11時間未満 100万円 50万円

11時間以上 120万円 60万円



助成額（賃金引上げ達成時の加算額）

常時使用する労働者数が30人以下の場合

賃金引上げ率 1～3人 4～6人 7～10人 11人～30人

3％以上引上げ 12万円 24万円 40万円
1人当たり4万円

（上限120万円）

5％以上引上げ 48万円 96万円 160万円
1人当たり16万円
（上限480万円）

7％以上引上げ 72万円 144万円 240万円
1人当たり24万円
（上限720万円）



助成額（賃金引上げ達成時の加算額）

常時使用する労働者数が30人を超える場合

賃金引上げ率 1～3人 4～6人 7～10人 11人～30人

3％以上引上げ 6万円 12万円 20万円
1人当たり2万円
（上限60万円）

5％以上引上げ 24万円 48万円 80万円
1人当たり8万円

（上限240万円）

7％以上引上げ 36万円 72万円 120万円
1人当たり12万円
（上限360万円）



年５日の年次有給休暇の取得に向けた

就業規則等の整備とは
2019年4月から年10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対して、年次有給休暇の日数のう
ち年５日については、使用者が時季を指定して取得させることが義務付けられました。
年次有給休暇は必ず就業規則に記載しないといけない事項であり、使用者による時季指定をする場
合、就業規則に記載しなければならないため、使用者による「時季指定」について就業規則に規定
していることを確認して、整備されていると判断します。
（労働者が10人未満の就業規則のない事業主には、年次有給休暇管理簿を提出いただきます。）

年次有給休暇の計画的付与に関する就業規則の規定（例）

（年次有給休暇）

第○条 第１項～４項（略）（※）厚生労働省 HP で公開しているモデル就業規則をご参照ください。
５ 第１項又は第２項の年次有給休暇が 10 日以上与えられた労働者に対しては、第３項の規定にかかわらず、
付与日から１年以内に、当該労働者の有する年次有給休暇日数のうち５日について、会社が労働者の意見を
聴取し、その意見を尊重した上で、あらかじめ時季を指定して取得させる。ただし、労働者が第３項又は第
４項の規定による年次有給休暇を取得した場合においては、当該取得した日数分を５日から控除するものと
する。



助成金支給の流れ

事
業
主

労
働
局

交付申請 事業実施
（事業実施予定期間）

支給申請

交付申請書の
準備・作成・提出
※事業実施計画を添付

交付申請書の受付

令和7年11月28日
まで（必着）

交付・不交付
の決定・通知

通知の受理

成果目標を達成するため、
事業実施計画に基づく取組

を実施
（機器の購入・36協定の作成届出・

研修の実施など）

支給申請書の
準備・作成・提出

※提出期限に注意

支給申請書の受付

事業実施予定期間が終了し
た日から起算して30日後の
日または、令和8年2月6日
のいずれか早い日まで

（必着）

支給決定・通知

通知の受理
助成金受取

②

①

③

④ ⑤ ⑥

⑦ ⑧

⑨

本助成金は国の予算額に制約されるため、11月28日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。

申請書
事業実施

計画
就業規則 見積書

など



労使で話し合いを行っていただき、
現状把握や改善案などを話し合って
いただきます。
参加者名簿、議事録、話し合いを
行った際の写真を保管してください。



現状の作業方法（問題点）、事業実
施による生産性向上、労働者の労働
能率の増進、業務改善の効果につい
て、具体的に記入してください。

経費の算出に当たっては相見積もり
が必要です。

事業実施予定期間は１月３０日まで
の期間で十分に余裕をもって設定し
てください。



助成金支給の流れ

事
業
主

労
働
局

交付申請 事業実施
（事業実施予定期間）

支給申請

交付申請書の
準備・作成・提出
※事業実施計画を添付

交付申請書の受付

令和7年11月28日
まで（必着）

②

①

本助成金は国の予算額に制約されるため、11月28日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。

交付・不交付
の決定・通知

通知の受理

成果目標を達成するため、
事業実施計画に基づく取組

を実施
（機器の購入・36協定の作成届出・

研修の実施など）

支給申請書の
準備・作成・提出

※提出期限に注意

支給申請書の受付

事業実施予定期間が終了し
た日から起算して30日後の
日または、令和8年2月6日
のいずれか早い日まで

（必着）

支給決定・通知

通知の受理
助成金受取

③

④ ⑤ ⑥

⑦ ⑧

⑨



助成金支給の流れ

事
業
主

労
働
局

交付申請 事業実施
（事業実施予定期間）

支給申請

交付申請書の
準備・作成・提出
※事業実施計画を添付

交付申請書の受付

令和7年11月28日
まで（必着）

②

①

本助成金は国の予算額に制約されるため、11月28日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。

通知の受理

成果目標を達成するため、
事業実施計画に基づく取組

を実施
（機器の購入・36協定の作成届出・

研修の実施など）

支給申請書の
準備・作成・提出

※提出期限に注意

支給申請書の受付

事業実施予定期間が終了し
た日から起算して30日後の
日または、令和8年2月6日
のいずれか早い日まで

（必着）

支給決定・通知

通知の受理
助成金受取

④ ⑤ ⑥

⑦ ⑧

⑨

交付・不交付
の決定・通知

③



助成金支給の流れ

事
業
主

労
働
局

交付申請 事業実施
（事業実施予定期間）

支給申請

交付申請書の
準備・作成・提出
※事業実施計画を添付

交付申請書の受付

令和7年11月28日
まで（必着）

②

①

本助成金は国の予算額に制約されるため、11月28日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。

成果目標を達成するため、
事業実施計画に基づく取組

を実施
（機器の購入・36協定の作成届出・

研修の実施など）

支給申請書の
準備・作成・提出

※提出期限に注意

支給申請書の受付

事業実施予定期間が終了し
た日から起算して30日後の
日または、令和8年2月6日
のいずれか早い日まで

（必着）

支給決定・通知

通知の受理
助成金受取

⑤ ⑥

⑦ ⑧

⑨

交付・不交付
の決定・通知

③

通知の受理

④



助成金支給の流れ

事
業
主

労
働
局

交付申請 事業実施
（事業実施予定期間）

支給申請

交付申請書の
準備・作成・提出
※事業実施計画を添付

交付申請書の受付

令和7年11月28日
まで（必着）

②

①

本助成金は国の予算額に制約されるため、11月28日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。

支給申請書の
準備・作成・提出

※提出期限に注意

支給申請書の受付

事業実施予定期間が終了し
た日から起算して30日後の
日または、令和8年2月6日
のいずれか早い日まで

（必着）

支給決定・通知

通知の受理
助成金受取

⑥

⑦ ⑧

⑨

交付・不交付
の決定・通知

③

通知の受理

④

成果目標を達成するため、
事業実施計画に基づく取組

を実施
（機器の購入・36協定の作成届出・

研修の実施など）

⑤

発注書・
注文請書

納品書 写真
銀行振込
受領書

など

証拠となる書類等は大切に保管ください。



選任の周知文書、成果目標などの事
業実施計画を労働者に周知してくだ
さい。周知文書及び周知状況が分か
る書類を保管してください。

※事業場に提示した場合は、掲示した状況の写真等



事業実施期間に入りましたので、交
付申請書に記載した事業（取組）を
実施しましょう。

事業実施予定期間内に完了しそうに
ない場合は、「事業完了予定期日変
更報告書」を必ずご提出ください。



交付決定

助成金対象可否判断例

交付申請 事業実施
（事業実施予定期間）

支給申請

・事業実施予定期間終了日から30日後 
・令和8年2月6日（金）

のいずれか早い日

見積 発注 納品

就業規則
作成・施行

請求 支払

見積 契約
36協定

変更・届出
請求 支払

見積 契約 請求 支払※

見積 発注 納品 請求 支払

見積 契約
36協定
変更

請求 支払
36協定
届出

見積 発注 請求 支払 納品

見積 契約
コンサルティング

現状把握、問題分析、対策提言
請求 支払

改善措置
の実施

※支払が支給申請後であっても以下の要件を満たす場合、助成対象経費として認められます。
事業実施予定期間中に発生し、かつ当該経費の額（支出義務額）が確定しているものであって、事業実施予定期間中に支払われないことに相当な事由があると認められるもの。

助成金の対象となる取組は必ず交付決定後事業実施予定期間中に、成果目標は交付申請後から事業実施予定期間中に実施してください。



支給申請書の
準備・作成・提出

※提出期限に注意

交付申請から支給までの流れ

事
業
主

労
働
局

交付申請 事業実施
（事業実施予定期間）

支給申請

交付申請書の
準備・作成・提出
※事業実施計画を添付

交付申請書の受付

令和7年11月28日
まで（必着）

②

①

本助成金は国の予算額に制約されるため、11月28日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。

支給申請書の受付

事業実施予定期間が終了し
た日から起算して30日後の
日または、令和8年2月6日
のいずれか早い日まで

（必着）

支給決定・通知

通知の受理
助成金受取

⑦ ⑧

⑨

交付・不交付
の決定・通知

③

通知の受理

④

成果目標を達成するため、
事業実施計画に基づく取組

を実施
（機器の購入・36協定の作成届出・

研修の実施など）

⑤ ⑥

申請書
事業実施
結果報告

話し合い
の議事録

銀行振込
受領書

など

納品書



交付申請から支給までの流れ

事
業
主

労
働
局

交付申請 事業実施
（事業実施予定期間）

支給申請

交付申請書の
準備・作成・提出
※事業実施計画を添付

交付申請書の受付

令和7年11月28日
まで（必着）

②

①

本助成金は国の予算額に制約されるため、11月28日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。

支給決定・通知

通知の受理
助成金受取

⑧

⑨

交付・不交付
の決定・通知

③

通知の受理

④

成果目標を達成するため、
事業実施計画に基づく取組

を実施
（機器の購入・36協定の作成届出・

研修の実施など）

⑤

支給申請書の
準備・作成・提出

※提出期限に注意

⑥

支給申請書の受付

事業実施予定期間が終了し
た日から起算して30日後の
日または、令和8年2月6日
のいずれか早い日まで

（必着）

⑦



交付申請から支給までの流れ

事
業
主

労
働
局

交付申請 事業実施
（事業実施予定期間）

支給申請

交付申請書の
準備・作成・提出
※事業実施計画を添付

交付申請書の受付

令和7年11月28日
まで（必着）

②

①

本助成金は国の予算額に制約されるため、11月28日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。

通知の受理
助成金受取

⑨

交付・不交付
の決定・通知

③

通知の受理

④

成果目標を達成するため、
事業実施計画に基づく取組

を実施
（機器の購入・36協定の作成届出・

研修の実施など）

⑤

支給申請書の
準備・作成・提出

※提出期限に注意

⑥

支給申請書の受付

事業実施予定期間が終了し
た日から起算して30日後の
日または、令和8年2月6日
のいずれか早い日まで

（必着）

⑦

支給決定・通知

⑧



交付申請から支給までの流れ

事
業
主

労
働
局

交付申請 事業実施
（事業実施予定期間）

支給申請

交付申請書の
準備・作成・提出
※事業実施計画を添付

交付申請書の受付

令和7年11月28日
まで（必着）

②

①

本助成金は国の予算額に制約されるため、11月28日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。

交付・不交付
の決定・通知

③

通知の受理

④

成果目標を達成するため、
事業実施計画に基づく取組

を実施
（機器の購入・36協定の作成届出・

研修の実施など）

⑤

支給申請書の
準備・作成・提出

※提出期限に注意

⑥

支給申請書の受付

事業実施予定期間が終了し
た日から起算して30日後の
日または、令和8年2月6日
のいずれか早い日まで

（必着）

⑦

支給決定・通知

⑧

通知の受理
助成金受取

⑨



サブロク

３６協定

１日８時間、１週４０時間以内（法定労働時間）

法定労働時間を超えて労働者に残業をさせる場合

労働基準法第３６条に基づく労使協定の締結・所轄労働基準監督署

長への届出が必要です。

３６協定の範囲内であっても労働者に対する安全配慮義務を負います。

また、労働時間が長くなるほど過労死との関連性が強まること に留意

する必要があります。

労働時間の原則



・労使協定を締結することにより、前もって計画的に取得日を
割り振ることができる

・労務管理がしやすく、労働者も取得にためらいを感じにくい

・付与日数から５日を除いた残りの日数を計画的付与の対象に
できる

38

日数

メリット

例１ 例２

５日 ５日

事業主が計画的に付与できる 労働者が自由に取得できる

１５日 ５日

事業主が計画的に付与できる 労働者が自由に取得できる

年次有給休暇の付与日数が１０日の労働者 年次有給休暇の付与日数が２０日の労働者

年次有給休暇の計画的付与



年休の計画的付与の導入に必要な手続き

就業規則による規定

計画年休の導入には、就業規則による規定と労使協定の締結が必要となります

年次有給休暇の計画的付与に関する就業規則の規定（例）

（年次有給休暇）

第○条 １項～３項（略）（※）厚生労働省 HP で公開しているモデル就業規則をご参
照ください。

４ 前項の規定にかかわらず、労働者代表との書面による協定により、各労働者の有す

る年次有給休暇日数のうち５日を超える部分について、あらかじめ時季を指定して取

得させることがある。



一斉付与方式の場合 グループ別付与方式の場合

年次有給休暇の計画的付与に関する労使協定（例）

○○株式会社と○○労働組合とは、標記に関して次のとおり協定す
る。

１ 当社の本社に勤務する社員が有する令和○年度の年次有給休暇
のうち４日分については、次の日に与えるものとする。

４月28日、30日、５月1日、2日

２ 当社社員であって、その有する年次有給休暇の日数から５日を
差し引いた残日数が「４日」に満たないものについては、その残日
数の限度で、第１項に掲げる日に特別有給休暇を与える。

３ 業務遂行上やむを得ない事由のため指定日に出勤を必要とする
ときは、会社は組合と協議の上、第１項に定める指定日を変更する
ものとする。

令和○年○月○日

〇〇株式会社 総務部長 〇〇〇〇

〇〇労働組合 執行委員長 〇〇〇〇

年次有給休暇の計画的付与に関する労使協定（例）

○○株式会社と従業員○○○○とは、標記に関し、次のとおり協定
する。

１ 各課において、その所属の社員をＡ、Ｂの２つのグループに分
けるものとする。その調整と決定は各課長が行う。

２ 各社員が保有する令和○年度の年次有給休暇のうち５日分につ
いては各グループの区分に応じて、次表のとおり与えるものとする。

Ａグループ ８月4日～8日

Ｂグループ ８月11日～15日

３ 社員のうち、その保有する年次有給休暇の日数から５日を差し
引いた残日数が「５日」に満たないものについては、その残日数の
限度で、第２項に掲げる日に特別有給休暇を与える。

４ 業務遂行上やむを得ない事由のため指定日に出勤を必要とする
ときは、会社は従業員代表と協議の上、第２項に定める指定日を変
更するものとする。

令和○年○月○日

○○株式会社 総務部長 ○○○○

〇〇株式会社 従業員代表 〇〇〇〇

例１ 例2

年休の計画的付与に関する労使協定例



個人別付与方式の場合① 個人別付与方式の場合②例3 例4

年休の計画的付与に関する労使協定例

年次有給休暇の計画的付与に関する労使協定（例）

○○株式会社と従業員代表○○○○とは、標記に関して次のとおり
協定する。
１ 当社の従業員が保有する令和○年度の年次有給休暇（以下「年
休」という。）のうち、５日を超える部分については６日を限度と
して計画的に付与するものとする。なお、その保有する年休の日数
から５日を差し引いた残日数が「６日」に満たないものについては、
その残日数の限度で特別有休休暇を与える。

２ 年休の計画的付与の期間及びその日数は、次のとおりとする。
前期 ４月～９月の間で３日間
後期 10月～翌年３月の間で３日間

３ 各個人別の年休付与計画表は、各回の休暇対象期間が始まる２
週間前までに会社が作成し、従業員に周知する。

４ 各従業員は、年休付与計画の希望表を、所定の様式により、各
回の休暇対象期間が始まる１か月前までに、所属課長に提出しなけ
ればならない。

５ 各課長は、前項の希望表に基づき、各従業員の休暇日を調整し、
決定する。

６ 業務遂行上やむを得ない事由のため指定日に出勤を必要とする
ときは、会社は従業員代表と協議の上、前項に基づき定められた指
定日を変更するものとする。

令和○年○月○日
○○株式会社 総務部長 ○○○○
〇〇株式会社 従業員代表 〇〇〇〇

年次有給休暇の計画的付与に関する労使協定（例）

○○株式会社と○○労働組合は、標記に関して次のとおり協定する。
１ 当社の従業員が保有する令和○年度の年次有給休暇（以下「年
休」という。）のうち、５日を超える部分については５日を限度と
して計画的に付与するものとする。

２ 年休の計画的付与の期間は、７月１日から９月30日までとする。
３ 組合員は６月10日までに、所属長に対し、期間中において年休
の所得を希望する日を申し出るものとする。

４ 各所属長は、所属組合員の年休取得希望日が特定の時期に集中
し、業務の正常な運営に支障を与えるおそれがあると認められた場
合には、組合員に対して希望日の変更を求めることができる。各所
属長は、希望日の変更を求める場合は６月20日までに組合員にその
旨を通知するものとする。

５ 本年度の年休の日数から５日を控除した残日数が「５日」に満
たない組合員に対しては、その不足する日数の限度で、第２項の期
間中に特別有給休暇を与える。

６ 各所属長は、所属組合員の年次有給休暇表を作成し、組合員に
提示するものとする。

令和○年○月○日
○○株式会社 総務部長 ○○○○
〇〇労働組合 執行委員会 〇〇〇〇



・労使協定を締結することにより、時間単位で年次有給休暇を
取得できるため、通院、子どもの行事、官公署への諸届など
必要な時間分だけ取得でき、多様なニーズに柔軟に対応する
ことができる

・１年に５日以内
１日の所定労働時間が８時間の場合４０時間分

※半日単位の年休取得について
労働者が希望し、使用者が同意した場合であれば、労使協定が締結されていない場合でも、
日単位取得の阻害とならない範囲で半日単位で与えることが可能です。

時間単位の年次有給休暇

メリット

日数



時間単位年休の導入に必要な手続き

就業規則による規定

時間単位の年次有給休暇の導入には、就業規則による規定と労使協定の締結が必要となります

年次有給休暇の時間単位での付与に関する就業規則の規定（例）

（年次有給休暇の時間単位での付与）

第○条 労働者代表との書面による協定に基づき、前条の年次有給休暇の日数のうち、
１年について５日の範囲で次により時間単位の年次有給休暇（以下「時間単位年
休」という。）を付与する。

（１）時間単位年休の対象者は、すべての労働者とする。

（２）時間単位年休を取得する場合の､１日の年次有給休暇に相当する時間数は、
以下のとおりとする。

①  所定労働時間が５時間を超え６時間以下の者・・・６時間

②  所定労働時間が６時間を超え７時間以下の者・・・７時間

③  所定労働時間が７時間を超え８時間以下の者・・・８時間

（３）時間単位年休は１時間単位で付与する。

（４）本条の時間単位年休に支払われる賃金額は、所定労働時間労働した場合に支
払われる通常の賃金の１時間当たりの額に、取得した時間単位年休の時間数を
乗じた額とする。

（５）上記以外の事項については、前条の年次有給休暇と同様とする。



時間単位年休に関する労使協定例

労使協定例

時間単位の年次有給休暇の導入には、就業規則による規定と労使協定の締結が必要となります

年次有給休暇の時間単位での付与に関する労使協定（例）

○○株式会社と○○労働組合とは、標記に関して次のとおり協定する。

（対象者）

第１条 すべての労働者を対象とする。

（日数の上限）

第２条 年次有給休暇を時間単位で取得することができる日数は５日以内とする。

（１日分の年次有給休暇に相当する時間単位年休）

第３条 年次有給休暇を時間単位で取得する場合は、１日の年次有給休暇に相当する時
間数を８時間とする。

（取得単位）

第４条 年次有給休暇を時間単位で取得する場合は､１時間単位で取得するものとする。

令和○年○月○日
○○株式会社 総務部長 ○○○○
〇〇労働組合 執行委員長 〇〇〇〇



（病気休暇）

第〇条 労働者が私的な負傷又は疾病のため療養する必要があり、そ

の勤務しないことがやむを得ないと認められる場合に、有給による

病気休暇を〇日与える。

２ 休暇取得の際の賃金の計算方法については、年次有給休暇と同様

の方法により算定する。

３ 休暇を取得する場合は、所定の手続きにより所属長に申請しなけ

ればならない。

助成金の対象となる特別休暇の導入には「特に配慮を必要とする労働者に対する有給の休暇」とされています。

病気休暇
教育訓練

休暇

ボラン
ティア
休暇

不妊治療
骨髄

ドナー
更年期
障害

裁判員
休暇

（不妊治療に関する休暇）

第〇条 労働者が不妊治療を受けている場合で、その勤務しないこと

が相当であると認められるときには、必要と認められる日数（時

間数）について、有給による休暇を与える。

２ 休暇取得の際の賃金の計算方法については、年次有給休暇と同様

の方法により算定する。

３ 休暇を取得する場合は、所定の手続きにより所属長に申請しなけ

ればならない。

特別休暇制度

就業規則記載例

特別休暇制度の導入には、就業規則による規定が必要となります



勤務間インターバル制度とは、終業時刻から次の始業時刻の間に、一定時間以上の休息時間
を設けることで、従業員の生活時間や睡眠時間を確保しようとするものです。

残業 勤務インターバル時間

残業 勤務インターバル時間

始業 終業

勤務

勤務

勤務終了 始業

始業 終業 勤務終了

導入前

導入後

始業時刻を繰り下げ

勤務間インターバル制度

助成金の対象時間は９時間以上です。
時間延長の場合はインターバル時間の２時間以上の延長が必要です。



勤務間インターバル制度の対象となる従業員の範囲を設定します。

原則

対象を限定する場合

勤務間インターバル制度は、従業員の健康維持・向上に資する制
度であるため、すべての従業員を対象とすることが基本です。

限定する理由を明確にするとともに、その範囲を検討します
助成金の対象としては、その事業場に所属している従業員の半数
を超える従業員を対象とする必要があります。

例１ 職階で限定する

「管理職を除く全従業員等する」等

例２ 雇用区分で限定する

「フルタイム無期雇用の従業員のみとする」等

例３ 職種で限定する

「○○業務に従事する職員のみとする」等

例４ 所属部門で限定する

「○○部門に所属する従業員のみとする」等

例５ 勤務形態・時間等に関する他制度の適用状況に応じて決定する

「深夜勤務のある従業員のみ等する」「フレックスタイム制の適用対象となる従業員のみとする」等

勤務間インターバル制度の対象



勤務間インターバル制度の導入に必要な手続き

就業規則例

勤務間インターバル制度の導入には、就業規則による規定が必要となります

勤務間インターバル制度の導入に関する就業規則の規定（例１）

（勤務間インターバル）

第○条 いかなる場合も、従業員ごとに１日の勤務終了後、次の勤務の開始までに少な
くとも９時間の継続した休息時間を与える。ただし、災害その他避けることがで
きない場合は、この限りではない。

２ 前項の休息時間の満了時刻が、次の勤務の所定開始時刻以降に及ぶ場合、当該
始業時刻から満了時刻までの時間は労働したものとみなす。

勤務間インターバル制度の導入に関する就業規則の規定（例２）

（勤務間インターバル）

第○条 いかなる場合も、従業員ごとに１日の勤務終了後、次の勤務の開始までに少な
くとも９時間の継続した休息時間を与える。ただし、災害その他避けることがで
きない場合は、この限りではない。

２ 前項の休息時間の満了時刻が、次の勤務の所定開始時刻以降に及ぶ場合、翌日
の始業時刻は、前項の休息時間の満了時刻まで繰り下げる。



賃金引上げ加算に必要な手続き

就業規則例

賃金引上げをされる場合は、就業規則による規定が必要となります

賃金引上げの成果目標に係る就業規則の規定（例１）

（臨時昇給）

第○条 ○○部署に所属する労働者（又は勤務成績その他が良好な労働者（例えば、人
事考課の評点がA以上の労働者等））について、基本給、○○手当を含めた賃金
総額について、３％（５％）引上げを行う。

附則 この規程は令和○年○月○日から施行する。

賃金引上げの成果目標に係る就業規則の規定（例２）

（最低賃金額）

第○条 当社における最も低い賃金額は、時間給又は時間換算額○○円とする。但し、
最低賃金法（昭和34年法律第137号）第７条に基づく最低賃金の減額特例許可を
受けた者を除く。

附則 この規程は令和○年○月○日から施行する。



問い合わせ先等

働き方改革推進支援助成金マニュアル・交付要綱・支給要領はこちら

労働時間短縮・年休促進支援コース

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000120692.html

勤務間インターバル導入コース

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000150891.html

業種別課題対応コース

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000120692_00001.html

ご不明な点やご質問がございましたら、
滋賀労働局 雇用環境・均等室（077-523-1190）にお尋ねください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000120692.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000150891.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000120692_00001.html
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